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 次代を担う青少年が、社会の成員として尊ばれながら、希望に満ち、心身と

もに健やかに成長することは、県民すべての願いである。 

 この願いは、青少年自らが生きがいの目標を確立し、個の充実と連帯性を伸

ばすよう努めるとともに、県民１人ひとりが、青少年を健全に育成しようとす

る深い認識と強い意欲をもち、まごころのこもった社会づくりに努めることに

より実現されるものである。 

 われら県民は、この重大な責務の達成に努力することを決意し、ここに全県

民の願いをこめて、この条例を制定する。 

 

第１章 総則 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、青少年の健全な育成に関する大綱を定めるとともに、そ 

の健全な育成を阻害する行為の規制と青少年を取り巻く環境の整備を行い、 

もって青少年の健全な育成を図ることを目的とする。 

 

 （指導目標） 

第２条 青少年の健全育成に関するすべての指導は、青少年の自主性を尊重し、 

その活力を発揮させることを基調として、正しい人間形成を図ることを目標 

とする。 

 

 （県民の責務） 

第３条 すべて県民は、それぞれ次の責務を有する。 

 (1) 青少年は、社会の成員としての自覚と責任をもち、次代を担う有為な社    
会人として成長するように努めなければならない。 

 (2) 保護者は、青少年を健全に育成することが本来の責務であることを深く    
自覚し、青少年を常に温かい環境の中で育成するように努めなければなら    
ない。 

 (3) 県民は、青少年の健全育成を図ることが県民１人ひとりに課せられた責  

務であることを深く認識し、それぞれの立場から青少年の自主的活動を積  

極的に促進し、健全育成を阻害するおそれのある行為から青少年を保護す  

るとともに、青少年を取り巻く環境の浄化に努めなければならない。 

 

 （県の責務） 

第４条 県は、青少年の健全な育成を図るため、市町村と相互に緊密な連携を 



 

 

保ちながら地域の実情に応じた施策を策定し、これを実施するように努める 

ものとする。 

 

第２章 健全育成に関する施策 

 

 （県の基本施策） 

第５条 県は、青少年の健全な育成を図るため、行政のそれぞれの分野におい  

て青少年に関する施策を推進するとともに、次に掲げる施策が総合的に調整 

され実施されるように努めるものとする。 

 (1) 青少年の健全育成に関する推進体制の整備に関すること。 

 (2) 青少年団体等の自主的かつ健全な活動の助長に関すること。 

 (3) 青少年指導者の確保に関すること。 

 (4) 青少年の健全育成施設の整備に関すること。 

 (5) 青少年を取り巻く環境の整備と非行等の防止に関すること。 

 (6) 青少年の健全育成に関する県民の自主的活動の助長に関すること。 

 

 （推奨） 

第６条 知事は、映画、演劇、音楽、書籍、遊具その他これらに類するもので、 

その内容が青少年の健全な育成に有益であると認めるものを推奨することが 

できる。 

 

 （顕彰） 

第７条 知事は、青少年の健全な育成及び非行の防止について、特に顕著な功 

績があると認められる者又は青少年若しくは青少年団体で他の模範と認めら 

れるものについては、これを顕彰するものとする。 

 

第３章 健全育成を図るための責務等 

 

 （定義） 

第８条 この章以下において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各 

号に定めるところによる。 

 (1) 青少年 １８歳に達するまでの者（法律の規定により成年に達したもの  

とみなされる者を除く。）をいう。 

 (2) 保護者 親権者、未成年後見人その他の者で、青少年を現に保護監督す    



 

 

るものをいう。 

 (3) 興行 映画、演劇、演芸、見せ物その他の興行をいう。 

 (4) 図書等 書籍、雑誌その他の出版物、図画、写真、記録媒体（磁気テー   

プ、磁気ディスク、光ディスク及び光磁気ディスク並びにこれらに類する  

ものをいう。以下同じ。）であって音声、映像又はコンピューター用のプ  

ログラム若しくはデータが記録されたもの、映画フィルム、スライドフィ  

ルム及びこれらに類するものをいう。 

 (5) 器具類 がん具、遊具その他の器具類をいう。 

 (6) 刃物類 銃砲刀剣類所持等取締法（昭和３３年法律第６号）第２条第２  

項に規定する刀剣類を除く刃物及びこれに類するものをいう。 

 (7)  広告物 常時又は一定の期間継続して屋外又は屋内で公衆に表示される    
ものであって、看板、立看板、はり紙及びはり札並びに広告塔、広告板、    
建物その他の工作物等に掲出され、又は表示されたもの並びにこれらに類    
するものをいう。 

 (8) 指定薬品類 身体に催眠、めいてい、興奮、幻覚等の作用を有する薬品    
類で、知事が指定するものをいう。 

 (9) 有害薬品類 毒物及び劇物取締法施行令（昭和３０年政令第２６１号）  

第３２条の２に規定する興奮、幻覚又は麻酔の作用を有する物及び指定薬  

品類をいう。 

(10) テレホンクラブ等営業 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する  

法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第９項に規定する店舗型電話異  

性紹介営業及び同条第１０項に規定する無店舗型電話異性紹介営業をいう。 

(11) 出会い喫茶等営業 店舗を設けて、専ら、面識のない異性との一時の交  

際（会話を含む。以下この号において同じ。）を希望する者に対し、交際  

の機会を提供することにより異性を紹介する営業であって、その一方の者  

からの交際の申込みを当該店舗内に立ち入らせた他の一方の者に取り次ぐ  

ことによって営むもの（テレホンクラブ等営業を除く。）をいう。 

(12) 異性紹介営業 テレホンクラブ等営業及び出会い喫茶等営業をいう。 

(13) 利用カード テレホンクラブ等営業を営む者の提供する役務を利用する    
ために必要な電話番号、会員番号、暗証番号等の情報が記載されているカ  

ードその他の物品であって、当該役務の提供される数量に応ずる対価を得  

て発行されるものをいう。 

(14) 青少年入場禁止場所 第１３条第１項の規定により指定された興行を行  

う場所、テレホンクラブ等営業を営む場所（以下「テレホンクラブ等営業  

所」という。）、出会い喫茶等営業を営む場所（以下「出会い喫茶等営業

所」という。）並びに風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律



 

 

第２条第１項に規定する風俗営業及び同条第６項に規定する店舗型性風俗

特殊営業に係る営業所（同条第１項第８号の営業に係る営業所を除く。）

をいう。 

 

 （保護のための通報等） 

第９条 何人も、青少年の非行が行われ、若しくは行われるおそれがあると認 

めたとき、又は青少年の健全な育成を害し、若しくは害するおそれがある環 

境を発見したときは、必要に応じ、保護者及び青少年の保護又は補導に当た 

る関係機関（以下「関係機関」という。）に通報する等積極的に対応するよ 

うに努めなければならない。 

 

第１０条 旅館、興行場、飲食店、遊技場その他これらに類する業を営む者及 

びこれに従事する者は、当該営業の施設において青少年が喫煙、飲酒、有害 

薬品類の使用等の不健全な行為をし、又は青少年に対し、その福祉を害する 

行為等がなされ、若しくはなされようとしているときは、これを防止するた 

め当該行為者に注意を与え、説得し、必要に応じ、保護者又は関係機関に通 

報する等青少年の保護に努めなければならない。 

 

 （店舗型性風俗特殊営業をしようとする者の責務等） 

第１１条 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第６項第 

４号に規定する店舗型性風俗特殊営業の施設を設置しようとする者は、その 

設置場所が青少年施設等に近接する等青少年の健全な育成上必要な環境が著 

しく阻害されることのないよう特に配意しなければならない。 

２ 知事は、前項の施設の設置により青少年の健全な育成上必要な環境を著し 

く阻害するおそれがあると認めるときは、地元住民の意見を尊重し、適切な 

措置を講じなければならない。 

 

 （異性紹介営業を営む者の責務） 

第１１条の２ 異性紹介営業を営む者は、その異性紹介営業が青少年の健全な 

育成上必要な環境を阻害することのないよう特に配意しなければならない。 

 

  (関係業者等の自主規制) 

第１２条 興行を主催する者、図書等を取り扱う者、刃物類若しくは器具類を 

販売する者、広告物を掲示し、若しくは管理する者又は遊技場を営む者は、 

相互に協力し、青少年の健全な育成を害しないよう自主的な措置を講じなけ 

ればならない。 



 

 

 

第４章 健全育成を図るための環境の整備 

 

 （有害指定等） 

第１３条 知事は、興行、図書等のうち、その内容の全部又は一部が、著しく 

性的感情を刺激し、著しく粗暴性若しくは残忍性を助長し、犯罪を誘発し、 

又は著しく犯罪性を助長する等青少年の健全な育成を害するおそれがあると 

認めるときは、当該興行又は図書等を青少年の健全な育成に有害なものとし 

て指定することができる。 

２  知事は、刃物類、器具類のうち、その構造又は機能が人体に危害を及ぼす 

おそれがあり、又は器具類が著しく性的感情を刺激し、若しくは犯罪性を助 

長する等青少年の健全な育成を害するおそれがあると認めるときは、当該刃 

物類又は器具類を、青少年の健全な育成に有害なものとして指定することが 

できる。 

３  知事は、前２項の規定による指定をしたときは、その旨を公示しなければ   
ならない。 

４ 第１項及び第２項の指定は、前項の公示があったときに効力を生ずる。た 

だし、知事が次に掲げる者に当該指定をした旨の通知をした場合において、 

当該公示の前に当該通知の到達したときは、当該到達した時にその者に対し 

て指定の効力を生ずる。 

 (1) 興行を主催する者又は当該興行を行う興行場を経営する者（以下「興行     
者」という。） 

 (2) 図書等の販売又は貸付けを業とする者 

 (3) 刃物類又は器具類の販売又は貸付けを業とする者 

５ 第１項及び第２項の規定にかかわらず、次に掲げるものは、青少年の健全 

な育成に有害な図書等又は刃物類若しくは器具類とする。 

 (1) 全裸、半裸若しくはこれらに近い状態での卑わいな姿態又は性交若しく    
はこれに類する性行為（以下「卑わいな姿態等」という。）を被写体とし  

た写真であって規則で定める内容を有するもの 

 (2) 書籍、雑誌その他の出版物であって、卑わいな姿態等を被写体とした写    
真又は描写した絵で規則で定める内容を有するものを掲載するページ（表    
紙を含む。以下同じ。）の数が当該書籍、雑誌その他の出版物のページの  

総数の５分の１以上を占めるもの 

 (3) 音声又は映像が記録された記録媒体であって、卑わいな姿態等の場面で  

規則で定める内容を有するものを記録した時間が合わせて３分を超えるも  



 

 

の 

 (4) 刃物類（家庭用、学習用又は業務用（規則で定めるものに限る。）とし  

て製作されたと認められる刃物類を除く。）であって、規則で定めるとこ  

ろにより計った刃体の長さが６センチメートルを超え、かつ、規則で定め  

る形状、構造又は機能を有するもの 

 (5) 圧縮空気、圧縮ガス、圧縮バネその他のものの反動力を利用し、弾丸を  

発射させるがん具で、規則で定める機能を有するもの 

 (6) 主として性に関する器具、がん具その他の物品で規則で定めるもの 

 

 （有害興行の観覧の禁止等） 

第１４条 興行者は、前条第１項の規定による指定があった興行を青少年に観 

覧させてはならない。 

２ 興行者は、前条第１項の規定による指定があったときは、当該興行場の入 

り口の見やすい箇所に、その指定があった旨及び青少年の観覧を禁止する旨 

の表示を当該興行の期間中掲示しなければならない。 

 

 （有害図書等の販売又は貸付けの禁止等） 

第１５条 図書等の販売又は貸付けを業とする者は、第１３条第１項の規定に 

よる指定のあった図書等及び第１３条第５項に規定する図書等（以下「有害 

図書等」という。）を青少年に販売し、贈与し、頒布し、交換し、若しくは 

貸し付け、又はこれを見せ、読ませ、若しくは聞かせてはならない。 

２ 図書等の販売又は貸付けを業とする者は、有害図書等を他の図書等と区分 

し、店内の容易に監視のできる場所に置かなければならない。 

３ 何人も、青少年に有害図書等を譲渡し、頒布し、交換し、若しくは貸し付 

け、又はこれを見せ、読ませ、若しくは聞かせないようにしなければならな 

い。 

４ 知事は、第２項の規定による有害図書等の管理方法又は陳列方法等につい 

て、必要があるときは、その改善等について指導助言することができる。 

 

 （有害器具等の販売又は貸付けの禁止等） 

第１６条 刃物類又は器具類の販売又は貸付けを業とする者は、第１３条第２ 

項の規定による指定のあった刃物類又は器具類及び第１３条第５項に規定す 

る刃物類又は器具類（以下「有害器具等」という。）を青少年に販売し、贈 

与し、頒布し、交換し、又は貸し付けてはならない。 

２ 何人も、青少年が業務その他正当な理由により所持する場合を除き、青少 

年に有害器具等を所持させないようにしなければならない。 



 

 

 

 （広告物に対する措置命令） 

第１７条 知事は、広告物の内容が著しく性的感情を刺激し、又は著しく粗暴 

性若しくは残忍性を助長する等青少年の健全な育成を阻害するおそれがある 

と認めるときは、当該広告物の広告主又は管理者に対して当該広告物の内容 

の変更、撤去その他必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 

 

 （自動販売機等による図書等の販売等の届出） 

第１８条 図書等又は刃物類若しくは器具類を自動販売機又は自動貸出機（以 

下「自動販売機等」という。）により販売し、又は貸し付けることを業とす 

る者（以下「自動販売機等業者」という。）が、自動販売機等により図書等 

又は刃物類若しくは器具類の販売又は貸付けを行おうとするときは、その販 

売又は貸付けを開始する日の１５日前までに、当該自動販売機等ごとに、規 

則で定めるところにより、次に掲げる事項を知事に届け出なければならない。 

 (1) 自動販売機等業者の氏名及び住所（法人にあっては、名称及び主たる事  

務所の所在地並びに代表者の氏名） 

 (2) 次条第１項に規定する自動販売機等管理者の氏名及び住所（法人にあっ    
ては、名称及び主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名） 

 (3) 自動販売機等の設置場所 

 (4) 収納する物品の種類 

 (5) 前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項 

２ 前項の規定による届出をした者は、当該届出に係る事項に変更があったと 

き、又は当該届出に係る自動販売機等の使用を廃止したときは、その変更が 

あった日又はその廃止した日から１５日以内に、規則で定めるところにより、 

その旨を知事に届け出なければならない。 

３ 第１項の規定による届出をした者は、当該自動販売機等に、その利用をし 

ようとする者の見やすい箇所に知事が交付する届出済証をはり付けなければ 

ならない。 

 

 （自動販売機等管理者） 

第１８条の２ 自動販売機等業者は、自動販売機等を適切に管理するため、自 

動販売機等ごとに、当該自動販売機等の管理を行う者（以下「自動販売機等 

管理者」という。）を置かなければならない。 

２ 前項の自動販売機等管理者は、次に掲げる要件を備えたものでなければな 

らない。 

 (1) 自動販売機等の設置場所が属する市町村の区域内に住所（法人にあって     



 

 

は、事務所）を有していること。 

 (2) 自動販売機等から図書等又は刃物類若しくは器具類を撤去することがで    
きること。 

 (3) 前２号に掲げるもののほか、規則で定める要件 

 

 （自動販売機等への有害図書等及び有害器具等の収納の禁止） 

第１９条 自動販売機等業者又は自動販売機等管理者は、有害図書等又は有害 

器具等を自動販売機等に収納してはならない。 

２ 自動販売機等業者又は自動販売機等管理者は、自動販売機等に収納した物 

品が、有害図書等又は有害器具等に該当するに至ったときは、直ちに当該物 

品を撤去しなければならない。 

 

 （適用除外） 

第１９条の２ 前３条の規定は、青少年入場禁止場所に設置されている自動販 

売機等であって、青少年が購入し、又は借り受けることができない措置が講 

じられているものについては、適用しない。 

 

 （夜間の興行等への入場禁止） 

第２０条 興行者及び客に遊技、図書等の閲覧若しくは視聴、インターネット 

の利用又はスポーツを行わせる営業で知事が定めるものを営む者（以下「興 

行者等」という。）は、夜間（午後１０時から午前４時までの間をいう。以 

下同じ。）に営業を営む場合は、当該営業の場所に青少年を入場させてはな 

らない。 

２ 興行者等は、夜間に営業を営む場合は、あらかじめ、規則で定めるところ 

により、当該営業の場所の入り口の見やすい箇所に、青少年の夜間における 

入場を禁止する旨の掲示をしなければならない。 

 

第２１条及び第２１条の２ 削除 

 

 （青少年に対する利用カードの販売等の禁止） 

第２１条の３ 何人も、青少年に対し、利用カードを販売し、贈与し、頒布し、 

交換し、又は貸し付けてはならない。 

 

 （自動販売機への利用カードの収納の禁止） 

第２１条の４ 利用カードの販売を業とする者は、利用カードを自動販売機に 

収納してはならない。 



 

 

２ 前項の規定は、青少年入場禁止場所であって、店外から購入することがで 

きないところに設置する自動販売機には、適用しない。 

 

 （自動販売機による利用カードの販売の届出） 

第２１条の５ 前条第２項の自動販売機により利用カードを販売しようとする 

者は、その販売を開始する日の１５日前までに、当該自動販売機ごとに、公 

安委員会規則で定めるところにより、次に掲げる事項を公安委員会に届け出 

なければならない。 

 (1) 氏名及び住所（法人にあっては、名称及び主たる事務所の所在地並びに    
代表者の氏名） 

 (2) 届出に係る自動販売機を管理する者の氏名及び住所（法人にあっては、    
名称及び主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名） 

 (3) 自動販売機の設置場所 

 (4) 前３号に掲げるもののほか、公安委員会規則で定める事項 

２ 前項の規定による届出をした者は、当該届出に係る事項に変更があったと 

き、又は当該届出に係る自動販売機の使用を廃止したときは、その変更があ 

った日又はその廃止した日から１５日以内に、公安委員会規則で定めるとこ 

ろにより、その旨を公安委員会に届け出なければならない。 

３ 第１項の規定による届出をした者は、当該自動販売機に、その利用をしよ 

うとする者の見やすい箇所に公安委員会が交付する届出済証をはり付けなけ 

ればならない。 

 

 （テレホンクラブ等営業に係る広告物等の制限） 

第２１条の６ 何人も、広告物にテレホンクラブ等営業所の名称、所在地若し 

くは電話番号又は利用カードを販売するための自動販売機の設置場所（以下 

「テレホンクラブ等営業所の名称等」という。）を表示してはならない。た 

だし、和歌山県屋外広告物条例（昭和５９年和歌山県条例第１０号）第６条 

第２項第１号に規定する自家用広告物等（テレホンクラブ等営業所に係る電 

話番号を記載したものを除く。）については、この限りでない。 

２ 何人も、テレホンクラブ等営業所の名称等を主として記載した文書、図画 

その他の物品（以下「テレホンクラブ等宣伝文書」という。）を青少年に頒 

布（青少年が容易に見ることができる方法による戸別の配布を含む。以下同 

じ。）し、又は規則で定める多数の青少年が利用する場所（以下「青少年利 

用場所」という。）に頒布を目的として置いてはならない。 

３ 公安委員会は、前２項の規定に違反した者に対し、当該広告物の除去又は 

当該テレホンクラブ等宣伝文書の青少年への頒布の禁止若しくは青少年利用 



 

 

場所からの除去その他必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 

４ 警察官は、第１項又は第２項の規定に違反する行為が現に行われていると 

きは、当該違反行為をしている者に対し、当該違反行為を中止することを命 

ずることができる。 

 

 （出会い喫茶等営業の届出） 

第２１条の７ 出会い喫茶等営業を営もうとする者は、当該出会い喫茶等営業 

を開始する日の１５日前までに、出会い喫茶等営業所ごとに、規則で定める 

ところにより、次に掲げる事項を知事に届け出なければならない。 

 (1)  氏名及び住所（法人にあっては、名称及び主たる事務所の所在地並びに  

代表者の氏名） 

 (2) 出会い喫茶等営業所の名称及び所在地 

 (3) 前２号に掲げるもののほか、規則で定める事項 

２ 出会い喫茶等営業を営む者（以下「出会い喫茶等営業者」という。）は、 

前項の規定による届出に係る事項に変更があったとき、又は当該届出に係る 

出会い喫茶等営業を廃止したときは、その変更があった日又はその廃止した 

日から１５日以内に、規則で定めるところにより、その旨を知事に届け出な 

ければならない。 

 

 （出会い喫茶等営業の禁止区域） 

第２１条の８ 出会い喫茶等営業は、次に掲げる施設の敷地の周囲２００メー 

トルの区域内又は都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第８条第１項第 

１号に規定する第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種 

中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種 

住居地域若しくは準住居地域（以下「営業禁止区域」という。）においては、 

これを営んではならない。  
 (1) 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する学校（大学を  

除く。） 

 (2) 図書館法（昭和２５年法律第１１８号）第２条第１項に規定する図書館 

 (3) 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第７条第１項に規定する児童  

福祉施設  
 (4) 前３号に掲げるもののほか、多数の青少年の利用に供される施設であっ  

て規則で定めるもの  
２ 前項の規定は、一の区域が営業禁止区域となった際現に当該営業禁止区域 

において前条第１項の規定による届出をして出会い喫茶等営業を営んでいる 

者の当該出会い喫茶等営業については、適用しない。 



 

 

 

 （出会い喫茶等営業に係る広告物等の制限） 

第２１条の９ 出会い喫茶等営業者は、その出会い喫茶等営業につき広告又は 

宣伝をするときは、規則で定めるところにより、出会い喫茶等営業所への青 

少年の立入りを禁止する旨を明らかにしなければならない。 

２ 何人も、営業禁止区域（青少年入場禁止場所を除く。）において、出会い 

喫茶等営業所の名称、所在地、電話番号その他出会い喫茶等営業に関する事 

項（以下「出会い喫茶等営業所の名称等」という。）を記載した広告物を表 

示してはならない。ただし、和歌山県屋外広告物条例第６条第２項第１号に 

規定する自家用広告物等については、この限りでない。 

３ 何人も、出会い喫茶等営業所の名称等を主として記載した文書、図画その 

他の物品（以下「出会い喫茶等宣伝文書」という。）を青少年に頒布し、又 

は青少年利用場所に頒布を目的として置いてはならない。 

４ 知事は、前２項の規定に違反した者に対し、当該広告物の除去又は当該出 

会い喫茶等宣伝文書の青少年への頒布の禁止若しくは青少年利用場所からの 

除去その他必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 

５ 知事が指定する職員は、第２項又は第３項の規定に違反する行為が現に行 

われているときは、当該違反行為をしている者に対し、当該違反行為を中止 

することを命ずることができる。 

 

 （出会い喫茶等営業者の禁止行為） 

第２１条の１０ 出会い喫茶等営業者は、次に掲げる行為を行ってはならない。 

 (1) 青少年を出会い喫茶等営業所に客として入場させること。 

 (2) 青少年に対し、出会い喫茶等営業所に客として入場するよう指示し、又  

は勧誘すること。 

 (3) 出会い喫茶等営業の客に接する業務に青少年を従事させること。 

 (4) 出会い喫茶等営業の客となるよう勧誘する業務に青少年を従事させるこ  

と。 

 (5) 出会い喫茶等宣伝文書を頒布する業務に青少年を従事させること。 

 

 （出会い喫茶等営業者の遵守事項） 

第２１条の１１ 出会い喫茶等営業者は、規則で定めるところにより、出会い 

喫茶等営業所ごとに、出会い喫茶等営業に従事する者の氏名、生年月日、住 

所その他規則で定める事項を記載した従業者名簿を備え付けなければならな 

い。ただし、出会い喫茶等営業所ごとに、労働基準法（昭和２２年法律第４ 

９号）第１０７条第１項に規定する労働者名簿を備え付けている場合は、こ 



 

 

れを従業者名簿に代えることができる。 

２ 出会い喫茶等営業者は、あらかじめ、規則で定めるところにより、出会い 

喫茶等営業所の入り口の見やすい箇所に、青少年の入場を禁止する旨の掲示 

をしなければならない。 

 

  （出会い喫茶等営業の停止等） 

第２１条の１２ 知事は、出会い喫茶等営業者又はその代理人、使用人その他 

の従業者が、出会い喫茶等営業に関し、次の各号のいずれかの罪に当たる違 

法な行為をしたときは、当該出会い喫茶等営業者に対し、６月を超えない範 

囲内で期間を定めて当該出会い喫茶等営業の全部又は一部の停止を命ずるこ 

とができる。 

 (1) この条例に規定する罪（第３３条第３項の罪（第２１条の８第１項に係  

る部分に限る。）を除く。） 

 (2) 刑法（明治４０年法律第４５号）第１７５条又は第１８２条の罪 

 (3)  売春防止法（昭和３１年法律第１１８号）第２章の罪 

 (4)  児童買春、児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の保護等に関する法    
律（平成１１年法律第５２号）第４条から第８条までの罪 

 (5)  労働基準法第１１８条第１項（同法第５６条に係る部分に限る。）又は  

第１１９条第１号（同法第６１条（労働者派遣事業の適正な運営の確保及  

び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律（昭和６０年法律第８８号）  

第４４条第２項の規定により適用される場合を含む。）に係る部分に限る。）  

の罪 

 (6) 児童福祉法第６０条第１項又は第２項（同法第３４条第１項第９号に係  

る部分に限る。）の罪 

２ 知事は、前項の場合において、当該出会い喫茶等営業者が営業禁止区域に 

おいて出会い喫茶等営業を営んでいる者であるときは、当該出会い喫茶等営 

業者に対し、同項の規定による停止の命令に代えて、当該出会い喫茶等営業 

の廃止を命ずることができる。  
 

 （インターネット利用環境の整備） 

第２１条の１３ 保護者その他青少年の健全な育成に係る関係者は、青少年が 

インターネットを利用するに当たっては、その利用により得られる情報であ 

って、その内容の全部又は一部が著しく性的感情を刺激し、著しく粗暴性若 

しくは残忍性を助長し、犯罪を誘発し、又は著しく犯罪性を助長する等青少 

年の健全な育成を害するおそれがあると認められるもの（以下「有害情報」 

という。）を青少年に閲覧させ、又は視聴させないよう努めなければならな 



 

 

い。 

２ インターネットを利用することができる端末設備（以下「端末設備」とい 

う。）を公衆の利用に供する者は、当該端末設備を青少年の利用に供するに 

当たっては、フィルタリング（インターネットを利用して得られる情報につ 

いて一定の条件により受信するかどうかを選択することができる仕組みをい 

う。以下同じ。）の機能を有するソフトウェアの活用その他適切な方法によ 

り、有害情報を青少年に閲覧させ、又は視聴させないよう努めなければなら 

ない。 

３ 特定電気通信役務提供者（特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限 

及び発信者情報の開示に関する法律（平成１３年法律第１３７号）第２条第 

１項第３号に規定する特定電気通信役務提供者をいう。）又は端末設備の販 

売若しくは貸付けを業とする者は、その事業活動を行うに当たっては、有害 

情報を青少年が閲覧し、又は視聴することがないよう、フィルタリングに係 

る情報その他必要な情報を提供するよう努めなければならない。 

 

第５章 健全育成を阻害する行為の規制 

 

  （夜間外出の制限） 

第２２条 保護者は、特別の事情がある場合を除き、青少年を夜間に外出させ 

ないように努めなければならない。 

２ 何人も、保護者の委託又は承諾を受ける等正当な理由のある場合を除き、 

夜間に青少年を連れ出し、同伴し、又はとどめてはならない。 

  
  （質受け又は買受け等の禁止） 

第２３条 何人も、正当な理由がある場合を除き、青少年から物品を質にとり、 

買い受け、又は質入れ若しくは売却の委託を受けてはならない。ただし、青 

少年が業として物品を売却する場合は、この限りでない。 

 

  （金銭の貸付け等の禁止） 

第２４条 貸金業法（昭和５８年法律第３２号）第３条第１項の登録を受けて 

貸金業を営む者は、青少年に金銭の貸付け（手形の割引、売渡担保その他こ 

れらに類する方法によってする金銭の交付を含む。）又は金銭の貸付けの媒 

介をしてはならない。ただし、保護者の委託を受け、又は同意を得たことが 

明らかな場合は、この限りでない。 

 



 

 

  （入れずみの禁止） 

第２５条 何人も、正当な理由がある場合を除き、青少年に対し、入れずみを 

し、若しくは他人にさせ、又はこれらの行為の周旋をしてはならない。 

 

  （いん行又はわいせつ行為の禁止） 

第２６条 何人も、青少年に対し、いん行又はわいせつ行為をしてはならない。 

２ 何人も、青少年に対し、前項の行為を見せ、又はその方法を教えてはなら 

ない。 

                           
  （指定薬品類の制限） 

第２７条 何人も、指定薬品類を不健全に使用するおそれがあることを知って、 

青少年にこれを譲渡し、若しくは所持させ、又は青少年に対し不健全に使用 

してはならない。 

 

  （場所提供及び周旋の禁止） 

第２８条 何人も、次に掲げる行為が青少年に対してなされるおそれがあり、 

又は青少年がこれらの行為を行うおそれのあることを知って、場所を提供し、 

又はその周旋をしてはならない。 

 (1) いん行又はわいせつな行為をすること。 

 (2) 大麻、麻薬、あへん又は覚せい剤（覚せい剤原料を含む。）を使用する  

こと。 

 (3) 有害薬品類を不健全に使用すること。 

 (4) 飲酒又は喫煙をすること。 

 

 （非行助長行為の禁止） 

第２９条 何人も、青少年に対し、前条各号に規定する行為若しくは道路交通 

法（昭和３５年法律第１０５号）第６８条に規定する行為又は家出を行うよ 

うに勧誘し、あおり、そそのかし、若しくは強制し、又はこれらの行為を行 

わせる目的をもって金品その他財産上の利益又は便宜を供与してはならない。 
２ 何人も、青少年を構成員の全部又は一部とする前項に規定する行為（家出 

を除く。）を行う集団を結成し、指導し、若しくは援助し、又は青少年に対 

し、これらの行為を行う集団へ加入するよう又はこれらの行為を行う集団か 

ら脱退しないように勧誘し、若しくは強制してはならない。 

 

 （青少年のテレホンクラブ等営業所等の利用の禁止） 

第２９条の２ 何人も、青少年がテレホンクラブ等営業所に電話をかけ、若し 



 

 

くは入場し、又はテレホンクラブ等宣伝文書を受け取ることがないようにし 

なければならない。 

２ 何人も、青少年が出会い喫茶等営業所に入場し、又は出会い喫茶等宣伝文  

書を受け取ることがないようにしなければならない。 

 

第６章 審議会への諮問 

 

 （審議会への諮問） 

第３０条 知事は、次のいずれかに該当するときは、和歌山県社会福祉審議会 

（以下「審議会」という。）に諮り、その意見を聴かなければならない。た 

だし、緊急を要する場合は、この限りでない。 

 (1) 第６条の規定による推奨をしようとするとき。 

 (2)  第１３条第１項又は第２項の規定による指定をしようとするとき。 

 (3)  第１３条第５項各号に規定する規則を定めようとするとき。 

 (4)  第１７条又は第２１条の１２第１項若しくは第２項の規定による命令を  

しようとするとき。 

２ 知事は、前項ただし書の場合には、速やかにその旨を審議会に報告しなけ 

ればならない。 

 

第７章 補則 

 

 （立入調査等） 

第３１条 知事は、この条例の実施のため必要があると認めるときは、青少年 

の育成保護に従事する者のうち、知事が定めるもの（以下「立入調査員」と 

いう。）をして、当該営業の場所に立ち入らせ、調査を行わせ、関係人から 

資料の提供を求めさせ、又は関係人に対して質問させることができる。 

２ 立入調査員は、前項の規定による立入りに際しては、関係者にその理由を 

告げ、かつ、規則で定めるその身分を示す証明書を携帯し、これを提示しな 

ければならない。 

３ 第１項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解しては 

ならない。 

 

第３１条の２ 公安委員会は、この条例の施行に必要な限度において、利用カ 

ードの販売を業とする者に対し、その業務に関し報告若しくは資料の提出を 



 

 

求め、又は公安委員会の定める警察職員（以下「立入調査警察職員」という。） 

にその業務に係る営業所及び事務所に立ち入り、帳簿、書類その他の物件を 

調査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

２ 前項の規定により立入調査警察職員が立入調査をするときは、関係者にそ 

の理由を告げ、かつ、公安委員会規則で定めるその身分を示す証明書を携帯 

し、これを提示しなければならない。 

３ 第１項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解しては 

ならない。 

 

 （適用上の注意） 

第３２条 この条例は、青少年の健全な育成を図るためにのみ適用するもので 

あって、これを濫用し、県民の権利と自由を不当に制限するようなことがあ 

ってはならない。 

 

 （経過措置） 

第３２条の２ この条例の規定に基づき規則又は公安委員会規則を制定し、又 

は改廃する場合においては、規則又は公安委員会規則で、その制定又は改廃 

に伴い合理的に必要とされる範囲において、所要の経過措置（罰則に関する 

経過措置を含む。）を定めることができる。 

 

 （委任） 

第３２条の３ この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事 

項は、規則で定める。 

 

第８章 罰則 

 

 （罰則） 

第３３条 第２６条第１項の規定に違反した者は、２年以下の懲役又は１００ 

万円以下の罰金に処する。 

２ 次の各号のいずれかに該当する者は、１年以下の懲役又は５０万円以下の 

罰金に処する。 

 (1) 第２１条の１２第１項又は第２項の規定による知事の命令に違反した者 

 (2) 第２５条、第２８条又は第２９条第１項若しくは第２項の規定に違反し  

た者 

３ 第２１条の８第１項、第２１条の１０又は第２６条第２項の規定に違反し 



 

 

た者は、６月以下の懲役又は３０万円以下の罰金に処する。 

４ 次の各号のいずれかに該当する者は、３０万円以下の罰金に処する。 

 (1) 第１４条第１項、第１５条第１項、第１６条第１項、第１９条第１項若   

しくは第２項、第２０条第１項、第２１条の３、第２１条の４第１項、第  

２２条第２項、第２３条、第２４条又は第２７条の規定に違反した者 

 (2) 第１７条の規定による知事の命令に違反した者 

 (3) 第２１条の６第３項の規定による公安委員会の命令に違反した者 

 (4) 第２１条の６第４項の規定による警察官の命令に違反した者 

 (5) 第２１条の９第４項の規定による知事の命令に違反した者 

 (6)  第２１条の９第５項の規定による知事が指定する職員の命令に違反した  

者 

５ 次の各号のいずれかに該当する者は、１０万円以下の罰金に処する。 

 (1) 第１４条第２項、第１８条の２第１項、第２０条第２項、第２１条の９ 

  第１項又は第２１条の１１第２項の規定に違反した者 

 (2) 第１８条第１項、第２１条の５第１項又は第２１条の７第１項の規定に  

よる届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

 (3) 第２１条の１１第１項の規定に違反して従業者名簿を備え付けず、又は  

これに必要な記載をせず、若しくは虚偽の記載をした者 

 (4) 第３１条第１項の規定による立入り又は調査を拒み、妨げ、若しくは忌    
避し、資料の提供を拒み、忌避し、若しくは虚偽の資料を提供し、又は質    
問に対し陳述を拒み若しくは虚偽の陳述をした者 

 (5) 第３１条の２第１項の規定に違反して報告をせず、若しくは資料の提出    
をせず、若しくは同項の報告若しくは資料の提出について虚偽の報告をし、    
若しくは虚偽の資料を提出した者又は同項の規定による立入調査を拒み、    
妨げ、若しくは忌避した者 

６ 第１８条第２項、第２１条の５第２項又は第２１条の７第２項の規定によ 

る届出をせず、又は虚偽の届出をした者は、５万円以下の罰金又は科料に処 

する。 

７ 第１８条第３項又は第２１条の５第３項の規定に違反した者は、科料に処  
する。 

８ 第１４条第１項、第１５条第１項、第１６条第１項、第２０条第１項、第 

２１条の３、第２１条の１０、第２２条第２項又は第２３条から第２９条ま 

での規定に違反した者は、当該青少年の年齢を知らないことを理由として、 

第１項から第４項までの規定による処罰を免れることができない。ただし、 

当該青少年の年齢を知らないことに過失がないときは、この限りでない。 

 



 

 

 （両罰規定） 

第３４条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者 

が、その法人又は人の業務に関して前条の違反行為をしたときは、行為者を 

罰するほか、その法人又は人に対して、同条の罰金又は科料の刑を科する。 

 

 （免責規定） 

第３５条 この条例の罰則は、青少年に対しては、適用しない。この条例に違 

反する行為をしたとき青少年であった者についても、同様とする。 

 

   附 則 

１ この条例の施行期日は、規則で定める。 

  （昭和５４年１月規則第３号で、同５４年２月１日から施行） 

２ 和歌山県少年保護条例（昭和２６年和歌山県条例第４１号。以下「旧条例」 

という。）は、廃止する。 

３ この条例の施行前に旧条例の規定により行った処分、手続その他の行為で 

現に効力を有するものは、この条例の相当規定によってしたものとみなす。 

４ この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の 

例による。 

５ この条例の施行の際現に第１８条第１項に規定する自動販売機を設置して 

いる者は、同項に規定する届出を、この条例の施行の日から３０日以内に行 

うものとする。 

 

   附 則（昭和５８年１２月２７日条例第３２号） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ この条例施行の際現に貸金業の規制等に関する法律附則第３条第１項の規 

定により貸金業を営む者は、この条例による改正後の和歌山県青少年健全育 

成条例第２４条に規定する貸金業を営む者とみなす。 

 

   附 則（昭和５９年１２月２０日条例第３５号） 

１ この条例は、昭和６０年２月１３日から施行する。 

２ この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の 

例による。 

 

   附 則（平成４年３月３０日条例第１号） 

 この条例は、平成４年５月１日から施行する。 

 



 

 

   附 則（平成８年１０月１１日条例第４０号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成９年１月１日から施行する。 

（自動販売機等による図書等の販売等の届出に関する経過措置） 

２ この条例の施行の際現に図書等又は刃物類若しくは器具類を自動販売機等 

により販売し、又は貸し付けている者（改正前の和歌山県青少年健全育成条 

例第１８条第１項に規定する届出を行っている者を除く。）は、改正後の和 

歌山県青少年健全育成条例（以下「新条例」という。）第１８条第１項に規 

定する図書等又は刃物類若しくは器具類を自動販売機等により販売し、又は 

貸し付けようとする者とみなして、同条の規定を適用する。この場合におい 

て、同項中「販売又は貸付けを開始する日の１５日前までに」とあるのは、 

「平成９年１月３１日までに」とする。 

３ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）から平成９年１月３１日 

までの間に図書等又は刃物類若しくは器具類の自動販売機等による販売又は 

貸付けを開始する者に係る新条例第１８条第１項の規定の適用については、 

同項中「販売又は貸付けを開始する日の１５日前までに」とあるのは、「平 

成９年１月３１日までに」とする。 

 （テレホンクラブ等営業に関する経過措置） 

４ この条例の施行の際現にテレホンクラブ等営業を営んでいる者は、新条例 

第２１条第１項に規定するテレホンクラブ等営業を営もうとする者とみなし 

て、同条の規定を適用する。この場合において、同項中「営業を開始する日 

の３０日前までに」とあるのは「平成９年１月３１日までに」と、「開始し 

ようとする」とあるのは「開始した」とする。 

５ 施行日から平成９年１月３１日までの間にテレホンクラブ等営業を開始す 

る者に係る新条例第２１条第１項の規定の適用については、同項中「営業を 

開始する日の３０日前までに」とあるのは「平成９年１月３１日までに」と、 

「営業を開始しようとする」とあるのは「営業開始」とする。 

６ この条例の施行の際現にテレホンクラブ等営業を営んでいる者の当該テレ 

ホンクラブ等営業については、施行日から平成９年１月３１日（同日以前に 

第４項の規定により読み替えて適用される新条例第２１条第１項の規定によ 

る届出をした場合にあっては、その届出をした日）までの間は、新条例第２ 

１条の２第１項の規定は、適用しない。 

７ 第４項の規定により読み替えて適用される新条例第２１条第１項の規定に 

より施行日から平成９年１月３１日までの間に届出をした者であってこの条 

例の施行の際現に営業禁止区域内でテレホンクラブ等営業を営んでいるもの 

の当該届出に係るテレホンクラブ等営業については、当該届出の日から平成 



 

 

１０年１２月３１日までの間は、新条例第２１条の２第１項の規定は、適用 

しない。 

（自動販売機による利用カードの販売に関する経過措置） 

８ この条例の施行の際現に自動販売機により利用カードを販売している者は、   
新条例第２１条の５第１項に規定する利用カードを販売しようとする者と 

みなして、同条の規定を適用する。この場合において、同項中「販売を開始 

する日の１５日前までに」とあるのは、「平成９年１月３１日までに」とす 

る。 

９ 施行日から平成９年１月３１日までの間に新条例第２１条の４第２項の自 

動販売機による利用カードの販売を開始する者に係る新条例第２１条の５第 

１項の規定の適用については、同項中「販売を開始する日の１５日前までに」 

とあるのは、「平成９年１月３１日までに」とする。 

10 この条例の施行の際現に自動販売機により利用カードを販売している者の 

当該自動販売機については、施行日から平成９年１月３１日（同日以前に第 

８項の規定により読み替えて適用される新条例第２１条の５第１項の規定に 

よる届出をした場合にあっては、その届出をした日）までの間は、新条例第 

２１条の４の規定は、適用しない。 

11 第８項の規定により読み替えて適用される新条例第２１条の５第１項の規 

定により施行日から平成９年１月３１日までの間に届出をした者の当該届出 

に係る自動販売機（青少年入場禁止場所で店外から購入できないところに設 

置している自動販売機を除く。）については、当該届出の日から平成９年６ 

月３０日までの間は、新条例第２１条の４の規定は、適用しない。 

（テレホンクラブ等営業に係る広告物に関する経過措置） 

12 この条例の施行の際現に表示されているテレホンクラブ等営業所の名称等 

を表示した広告物については、平成９年３月３１日までの間は、新条例第２ 

１条の６第１項の規定は、適用しない。 

 

   附 則（平成１０年１２月２４日条例第３９号） 

 この条例は、平成１１年４月１日から施行する。ただし、第８条第１１号の

改正規定(「同法第１８条に規定するダンス教授所等」を改める部分に限る。）

は、公布の日から施行する。 

 

   附 則（平成１１年１２月２４日条例第４０号） 

 この条例中第２９条の４第１項に１号を加える改正規定は平成１２年２月１

日から、第４条の改正規定は同年４月１日から施行する。 

 



 

 

   附 則（平成１３年１２月２１日条例第５９号）抄 

１ この条例は、平成１４年２月１日から施行する。 

 

   附 則（平成１４年３月２６日条例第１３号） 

１ この条例は、平成１４年４月１日から施行する。 

２ この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の 

例による。 

 

   附 則（平成１６年９月３０日条例第５１号） 

 この条例は、平成１７年１月１日から施行する。 

 

   附 則（平成１８年９月３０日条例第８６号） 

 この条例は、平成１９年１月１日から施行する。 

 

   附 則（平成１９年７月５日条例第６０号） 

 この条例は、平成１９年１０月１日から施行する。ただし、第２４条の改正

規定は、貸金業の規制等に関する法律等の一部を改正する法律（平成１８年法

律第１１５号）の施行の日から施行する。 

  （施行の日＝平成１９年１２月１９日） 

 

   附 則（平成２０年１０月３日条例第４８号） 

 この条例は、平成２１年１月１日から施行する。 

 

   附 則（平成２１年３月２６日条例第２３号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２１年５月１日から施行する。 

（経過措置） 

２  この条例の施行の際現に出会い喫茶等営業を営んでいる者は、この条例に 

よる改正後の和歌山県青少年健全育成条例（以下「新条例」という。）第２ 

１条の７第１項に規定する出会い喫茶等営業を営もうとする者とみなして、 

同項の規定を適用する。この場合において、同項中「当該出会い喫茶等営業 

を開始する日の１５日前までに」とあるのは「平成２１年５月３１日までに」 

とする。 

３ 前項の規定により読み替えて適用される新条例第２１条の７第１項の規定 

によりこの条例の施行の日から平成２１年５月３１日までの間に届出をした 

者であって、この条例の施行の際現に営業禁止区域内で出会い喫茶等営業を 



 

 

営んでいるものの当該届出に係る出会い喫茶等営業については、新条例第２ 

１条の８第１項の規定は、適用しない。 

 


